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第二次産業と第三次産業に独占的競争を取り入れた47都道府県を地域の一単位と

する空間的応用一般均衡(SCGE)モ デルを定式化し,そ れを用いて災害のシミュ

レーションを行なう。災害としては兵庫県と静岡県において物流の中心となる道路

がそれぞれ寸断されたシナリオを想定し,そ れぞれが日本経済に与える影響を同じ

SCGEモ デルから試算される数値の定性的傾向を比較することで分析する。われわ

れの試算からは被災地の近隣地域における企業数の変化の方向が第二次産業と第三

次産業とで逆であること,日 本全土の経済的被害額の総額は 「大阪 ・兵庫災害」の

方が大きく,経 済的被害が及ぷ範囲は 「静岡災害」の方が広いことが観察される。

キーワー ド 空間的応用一般均衡分析,独 占的競争,災 害経済被害

1序 論

交通ネットワークや電気 ・ガス ・水道などの公共設備 は広義の 「ライフライン」と呼ばれ,

その地域に住む人 々やそこで働 く人々にとって最低限度の日常の生活と業務のために必要な

設備である。それゆえ,こ れ らの設備は頑健に設計 ・建造されてお り,通 常の事故ではその

一部の機能が停止 しても迅速に復旧され,そ の根本的な機能までが停止することは稀有であ

る。

しかし,地 震 ・風水害などの自然災害に対 してまでこれ らは完全ではない。 ここで次のよ

うな事例を考 えよう。災害,あ るいは悪天候により,あ る種類の農産物,畜 産物,水 産物の

収穫が極端に減少す ることがある。そのときは市場の完全競争的な価格調整機能が うま く働

き,供 給が少ない商品には高い価格が付 く。 この状況は売 り手にとっても買い手にとって も

好ま しくはないがしばらく存続 し,収 穫が元に戻れば価格 も取引量 も元 に戻るのが常である。

ところが,一 般に復興が困難な業種 も存在する。災害が大規模になると,民 間での物資不

足が大きな問題になることからわかるように,生 産物資の流通の復旧までに相当な時間がか
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図1阪 神淡路大震災の廃業率への影響

かることがある。それゆえ最終的に流通が復旧 して も,そ の土地で加工的な生産活動を行な

っていた企業が他の土地へ移 っていってしまうこともある。図1は,阪 神淡路大震災前後の

兵庫県 と全国の事業所(第2次 産業と第3次 産業)の 廃業率の推移を示 したグラフである。

阪神淡路大震災が発生 した1995年 における兵庫県の廃業率が全国の平均に照 らして大きいこ

とは歴然としている。震災が起 こった1995年 から1999年 間までの4年 間は,被 災地の事業所

数(つ ま り企業数)が 非被災地 と比較 し,圧 倒的に廃業率が高い。これは完全競争的な農林

水産業(第1次 産業)で は観察 されない現象であろう。

本稿はこのような背景か ら,災 害 による局所的な,し かし中枢部分の,交 通の遮断が経済

に与える影響を分析する手段 として,独 占的競争モデルを用いる。その理由は,独 占的競争

モデルが一地域における同一業種の企業集積の規模の決定を説明することが可能であるから

である。Chamberlin(1933)以 来 「独占的競争」の考え方は,同 一産業においても各企業は

製品差別化 された生産物(サ ービス含む)を 供給するという意味で 「独占的(Monopolistic)」

であり,そ の企業数は損益 をめぐる市場への参入 と退出,つ ま り 「競争(Competition)」 が

行われるというものである。そして長期的にはどの企業 も収支ゼロの状態(産 業均衡)の 企

業数に至 る,と される。 また独占的競争市場は,企 業の市場への参入 と退出が自由であるこ

とか ら,他 企業の個々の情報がお互い正確にっかめない状況であるので,企 業競争は戦略的

相互依存関係がある寡占競争ではない。そ して完全競争の長期均衡では成立 しない 「製品一

単位にかか る平均費用は生産を増やすごとに安 くなる(規 模の経済性)」 「価格は原価にマ

ージ ンがついた ものである」 という製品市場の基本原理 を説明できる競争概念である
。

Chamberlinの 考えはDiXitandStiglitZ(1977)に より現在の代表的個人モデルの形で継承 さ

れ,Krugman(1991)に よ り製品差別のある同一産業の企業集積の解明に応用 された。

本稿は,彼 らのモデルを次のように修正する。彼 らのモデルでは生産要素が1種 類で,完

全競争企業 も独 占的競争企業もそれのみか ら商品を生産する設定 になっている。本稿では,
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完全競争企業 は労働 と資本(生 産不可能)か ら商品を生産 し,独 占的競争企業は完全競争企

業が生産 したさまざまな商品を投入 して独自の商品を生産する。つまり,独 占的競争企業の

投入物は完全競争企業が生産 した中間財である。空間的応用一般均衡モデル(SpatialCom-

putableGeneralEquilibriumModel),略 してSCGEモ デルはこのような経済における災害が

起きる前の均衡と災害が起きた後の均衡の理論値を計算 し,両 者を比較することを可能にす

る。本稿はまず最終消費財市場が独占的競争であるSCGEモ デルを構築 し,す べての商品

の価格体系と独占的競争産業の企業数が決まる長期の一般均衡を特徴付 ける。次にこのモデ

ルを用い兵庫県と静岡県の交通ネッ トワークが災害により1年 間寸断 されたという2つ の想

定のもと,そ れぞれの47都 道府県への影響をシミュレーシ ョンで試算する。算出される数値

は,各 県の被害総額,企 業数の変化率,そ して生産量の変化率である。

SCGEモ デルによる災害の先行研究 として土屋 ・多々納 ・岡田(2005)が あり,新 潟県中

越地震の経済被害の数量分析が体系的に行なわれている。本稿のモデルは土屋 ・多々納 ・岡

田論文のSCGEモ デルを基礎 とする。土屋 ・多々納 ・岡田論文と本稿 との主な相違点は,

次の三点である。第一点 目は,生 産物市場の競争形態であり,土 屋 ・多々納 。岡田論文のモ

デルにおいては最終財市場 ・中間財市場 とも完全競争であるのに対 し,本 稿では最終財市場

は独 占的競争,中 間財市場は完全競争である。第二点 目は,災 害によ り波及効果を調べ る地

域の区分であり,土 屋 ・多々納 ・岡田論文 においては 「北海道 ・東北 ・関東 ・中部 ・近畿 ・

中国 ・四国 ・九州および沖縄」という 「地方」区分を用いているのに対 し,本 論文では47都

道府県を用いている。第三点目は,災 害が発生 したシナリオの数であり,土 屋 ・多々納 ・岡

田論文は新潟県の上越新幹線 に寸断が起こったケースを,本 稿では兵庫県で高速道路が通行

不可能になったケースと静岡県で高速道路が通行不可能になったケースの2つ を考えている。

本稿が,以 上三点において,土 屋 ・多々納 ・岡田論文と異なる設定を採用 した理由は,企 業

数の変化,災 害の影響を通 じてわかる地域間の地理的なネットワークと経済的なネ ットワー

クの相違,そ して大 きな都市 と中規模の都市の災害の全国的影響の相違を考察するためであ

る。

本稿の構成は,第2節 で独 占的競争を取 り入れたSCGEモ デルを定式化 し,第3節 でそ

のモデルを用いて兵庫県 と静岡県それぞれの災害のシミュレーションを行なった結果と解釈

を示す。第4節 で本論文の結論を述べる。なお,モ デルの中で定義 されない記号の意味は,

節の最後の 「ただ し書き」にまとめて定義される。

2SCGEモ デ ル

2.1モ デルの概略

本節では,本 稿で用いるSCGEモ デルの定式化を行 う。具体的には,ま ず経済主体であ



4 第196巻 第4号

る企業 と家計のそれぞれの生産活動 と消費活動の特性を決める基礎条件を述べる。次に完全

競争状態の家計と中間財企業の行動モデル,地 域間の交易モデル,そ して独 占的競争状態の

最終財企業の行動モデルを設定 し,こ れ らのモデルから導かれる連立方程式体系を用いて,

市場経済全体の一般均衡を定義する。一般均衡は,家 計の予算制約下での効用最大化,完 全

競争的企業 と独占的競争企業のそれぞれの制約下での利潤最大化,す べての商品の需給がそ

れぞれの市場で一致する価格体系の成立,そ してすべての独占的競争企業の利潤がゼロとな

る長期均衡の状態を考える。図2は この経済全体の活動の概略を表 した ものである。

2.2経 済の基礎条件

本稿で論 じる経済は以下のような特性を有する:

(a)経 済は多地域 ・3産 業(第1部 門,第2部 門,第3部 門)で 構成されている。

(b}経 済主体は,家 計,第1部 門企業(完 全競争),第2部 門企業(独 占的競争),第3部

門企業(独 占的競争)の4種 類のカテゴ リーに分類 される。

(c)各 完全競争企業 は,地 域内の家計か ら提供される生産要素(資 本 ・労働)と 地域内の

完全競争企業から提供 される生産物(中 間財)を 投入 しそれぞれの生産物(中 間財)を

製造す る。

(d)各 独占的競争企業は,地 域内の完全競争企業が製造 した生産物を投入 し,製 品差別化

図2経 済活動モデル概略図
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された新たな生産物(最 終財)を 製造する。

(e}各 家計は,す べての地域の独占的競争企業が生産 した最終財を消費することができる。

ただし,他 地域の最終財の購入には輸送費がかかる。

(f}家 計の中で,企 業の所有権を有す るものは企業利潤の分配を,企 業に生産要素を提供

するものは生産要素への報酬を,所 得 として受け取る。家計が複数の企業の所有権の一

部を持つこと,企 業の所有権 と生産要素の両方を持つことは排除 されない。

ただし,後 で定義される 「長期均衡」では,完 全競争企業にも独占的競争企業にも正の利

潤が発生せず,家 計への企業利潤の分配はゼロとなり所得は生産要素への報酬のみからなる。

2.3家 計の行動モデル

集合Rは この経済のすべての地域の集合(有 限,不 変)で ある。集合12,1,を それぞれ

今 この経済に流通 している第2部 門,第3部 門の最終財の名称の集合(有 限,不 変)と すれ

ば,各 地域には代表的家計が存在 し,製 品差別化された最終財 を消費 し,ネ スティッ ド

Cobb-Douglas-CES型(Cobb-Douglas関 数とC】聡 関数同士の合成関数)の 効用関数

(乙(d・,)誓)薯(乙(d9)笥 薯(1)

効用関数を有する。地域7∈Rの 家計の効用最大化は

漁 猟 乙㈱ 響)薯(Σ(4三`
`∈ム)等)籍

subdect如 ΣP董 読f十 ΣPgidSi=yr
i∈lti∈ls

と表 現 さ れ る。 こ こ で,DixitandStiglitZ(1977)に 倣 い

・第2次 産 業
,第3次 産 業 の価 格 指 標(priceindex)

ユ 　
昨(乙 ㈱1つ 蔵 ・・≡(乙(P5・)トり可(・)

を 定 義 す る と,上 記 最 大 化 問 題 を 解 く こ と に よ り,

・最 終 財 需 要 関 数

d互,(P至,,既Yr)≡(P秀`)一 σ垂(PS)aS→e・2Y・,

(3)

d5∫(P誓,,P霧Yつ ≡(P5`)一 σ5(PS)e§-ie5yr

・間 接 効 用 関 数

v「(P琶,P5,Y「)=(θ2)e2(θ3)θ3(PS)一 一ρ2(P…)-e3y「(4)

を 得 る 。 さ ら に,(3)か らP誓i,P5`に つ い て 解 け ば

・最 終 財 逆 需 要 関 数



6 第196巻 第4号

ロ
PSi(d5・,P',yり ≡[㈱ 一'(P5)c"1θsy2]属

(5)
ユ

Psl(d5・,P',yり ≡[(d5,)-1(P5)aC-1θ 劉 再

が 導 か れ る。 た だ し,

θ誓,θS:地 域rの 家 計 に お け る第2次 産 業,第3次 産 業 へ の 支 出分 配 パ ラ メ ー タ,砺+

θ5=1

σS,σ§:家 計 の 第2次 産 業,第3次 産 業 の 財 消 費 に 関 す る代 替 パ ラ メ ー タ,σS ,σ9>1。

d5`,dS,:地 域rの 家 計 が 消 費 す る 第2次 産 業 の 財i,第3次 産 業 の財iの 消 費 量

PSi,P5,:地 域rの 第2次 産 業 の財i,第3次 産 業 の財iの 需 要 地 価 格

Y「:地 域rの 家 計 の 所 得

とす る。

2.4完 全競争企業の行動モデル

集合 ノを第1部 門で生産 され るこの経済 の中間財の集合(有 限,不 変)と す る。地域

r∈Rに 立地 し中間財ゴ∈1を 生産する完全競争企業は,す べて自地域の労働 と資本,自 地域

と他地域で生産 される中間財を生産要素とし,ネ スティッドCES型(CES関 数同士の合成

関数)

Q∫-m・・{α∫(Z∫)β壽 ∫).噸 ・(畿
、}(6)

の技術で生産を行なう。中間財生産の企業間には互いに投入 。産出の相互依存関係が存在す

ることが許 され,中 間財hの 生産に中間財ゴが用い られかつ中間財ゴの生産に中間財hが 用

いられることも排除されない。なおすべての中間財生産の固定費用はゼロであるとする。

ここで生産関数の中で,自 地域の労働 と資本から構成される項を

・付加価値(valueadded)

v∫一α鶏)β∫(κ∫)(1一β∫)

と定義 し,企 業の全生産過程を二段階に分離することで,費 用最小化の解を求める。

費用最小化の第一段階:

MinimdeeC毎(ω 「,〆,γ∫)十Z]PiXZj
梅,町 ん∈∫

・伽 めQ∫-m・・{髭 ・(課)
。,}

費 用 最 小 化 の 第 二 段 階:

Minimineω71∫ 十7ワ膏
ぢコなゴ

subjectt・y∫=α ∫(z∫)B;(ん∫)(1-B})
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ただ し,偽(ω 「,r「,γ∫)は(ω7,〆,γ ∫)に対 して第二段階で求あられる最小値 とする。

この二段階最適化問題を解 くことで,次 のような制約付要素需要関数 と費用関数を得る

・地域rの 完全競争企業ゴの付加価値生産に投入する労働に対する制約付需要関数

1∫(r・,ωr,V∫)≡(β∫〆)(1}β∫)((1一β∫)ωつ鍔一1)(α∫)一屋γ∫

・地 域 プの 完 全 競 争企 業 ゴの 付 加 価 値 生 産 に投 入 す る資 本 に対 す る制 約 付 需 要 関 数

ん∫(r・,ωr,y∫)≡(β∫〆)一β∫((1一β∫)wつβ∫(α∫)-ly∫

・地 域rの 完 全 競 争 企 業 ゴの 付 加 価 値 生 産 の 費 用 関 数

C砺(r・,ωr,V∫)≡(β つ　β∫(1一β∫)(β∫-1)(rつ(1　β∫)(ωつβ∫(α∫)-1y∫

次 に上 の結 果 を 用 いて 費 用 最 小 化 の 第 一 段 階 を解 く と,

・地 域rの 完 全 競 争 企 業 ゴの付 加 価 値 と 中 間 財hに 対 す る制 約 付 需 要 関数

7∫(QTゴ)≡α5ヴα ノ,X盃i(QI∫)≡≡α髭ゴQIゴ

が導 か れ,(9),(10)よ り

・地 域rの 完 全競 争 企 業 ゴの単 位 費 用 関 数

砺(P1,ωrtrつ ≡ Σ 砺PIゐ+(β ∫)一β∫(1一β∫)(β}-1)(wつβ∫(〆)(1一妙(α ∫)一1α毒
ゐ∈ノ

を得 る。 この企業は固定費用がゼロなので単位費用と限界費用は一致する。また,

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

どの地 域

に お い て も,第1部 門 企 業 が 投 入 す る 中 間 財 は す べ て そ の地 域 で 生 産 され た もの とす る。 よ

って 中 間 財 の 需 要 地 価 格 と生 産 地 価 格 は 一 致 す るの で 費 用 は生 産 地 価 格 で 測 る。 した が って,

・地 域rの 完 全 競 争 企 業 ブの利 潤 関 数(変 数 は要 素 価 格 と生 産 量)

薦(ρ1,ω 「,〆,α ゴ)…[ρ1ゴーcIゴ(・Pl',ω「,7り]磁

と定 義 され,利 潤 最 大 化 問 題

MaximiSeπ1j(P{,ω 「,〆,Q1ゴ)

Ql`

か ら得 られる 「生産地価格=限 界費用」の条件は

角=c∫(PI,ω',〆)(12)

となる。ただ し,

媒:地 域rの 第1部 門企業iの 生産に関す る中間財ゴの投入係数

醍:地 域rの 第1部 門企業iの 付加価値生産の効率パラメータ

β;:地 域rの 第1部 門企業iの 付加価値生産の労働資本分配パラメータ

X秀:地 域rの 第1部 門企業iが 投入する中間財 ブの量

QI,:地 域rの 第1部 門企業iの 生産量

昭:地 域rの 第1部 門企業iの 付加価値

1;:地 域rの 第1部 門企業iの 労働投入量
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雇:地 域rの 第1部 門企業iの 資本投入量

P「:地 域rの 第1部 門の需要地価格ベク トル

PI:地 域rの 第1部 門の生産地価格ベク トル

Pl,:地 域rの 第1部 門iの 生産地価格

ω「:地 域rの 労働賃金率

〆:地 域rの 資本賃料

である。

2.5地 域間交易モデル

本稿のモデルでは,同 じ部門の同 じの商品でも地域間の輸送があれば輸送費用が発生 し,

上の図で示 される需要地価格は生産地価格 拷,輸 送費用率 φ整,輸 送量Q;に 応 じ,一 般に

生産地価格 より高 くなると考える。これが古典的な一般均衡モデルとの相違である。需要地

価格 と生産地価格の乖離は土屋 ・多々納 ・岡田(2005)に 倣いHarker(1988)に より定義

された地域間の交易係数:

・地域kの 消費者および企業が生産地rを 財iの 購入先に選ぶ確率

Cぎexp[一 λ」ρ;(1十φ許)](13)
ε影髭(Pi,Q`)= ΣQ野

exp[一 λ`P野(1十φ轡)]
m∈R

を導入することで表現する。 この とき,均 衡状態の地域Rの 需要地価格 轡 と地域rの 生産

地価格PIと の関係は

轡=Σs許(Pi,Q`)(1十 φのρぎ(14)
r∈R

とな る。 ま た,財iの 生 産 地 が 地 域gの ただ1箇 所 な らば,sPt=1,ε 鉾=0,r≠gな の で

pi=(1十 φ9k)p望(15)

の よ う に(14)は 表 さ れ る。 た だ し,

λ`:ロ ジ ッ トパ ラ メ タ ー

で あ る。

2.6独 占的競争企業の行動モデル

この経済の第2部 門と第3部 門は企業ごとに製品差別化された産業であり独占的競争が行

なわれているとす る。地域rに 立地 し製品差別化 された最終財を生産する第2部 門,第3部

門の集合(有 限,可 変)を それぞれ 遵,薦 とする。第2部 門の企業i∈ 麗 は,第1部 門企業

が生産 した中間財を生産要素 とし,DiXit-Stiglitz型生産関数(Ethier,1982)
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Q;,-aE[,.,,島(d;ii)等]素(16)

により最終財を生産 し市場へ供給する。最終財は家計に消費され,企 業の生産要素には用い

られない。固定費用は最終財の実物量 ∫蓬で表す。つま り,こ の企業は参入企業 として生産

活動を行 うためには常に実際の供給量に上乗せ して生産しなければならず,そ のことにより

「規模の経済」が存在す る(久 武 ・山崎(2006)に 倣 う)。さらに,物,σE,お よびfiは,

地域rが 異なれば同じ値 とは限 らないが,同 地域の第2部 門企業についてはすべて同 じ値で

あると仮定する。まず,第2部 門企業の費用最小化行動を設定する:

MinimineΣPl」d5ji
qij∈1

-Q・ 一[恩,魍舗

上の問題の解は以下のように表 される:

・地域rの 第2部 門企業の単位費用関数

　
・・(昨[葛(…)aE(P州 可(17)

・地域rの 第2部 門企業iの 中間財 ブに対する制約付需要関数

ド ド
轟(PTi,PI,QE、)≡(Pτ 、)一σ2(γ5、・5(PI))σ2Q5、(18)

ここで輸送費用率は生産地と需要地のいずれかが異なれば同 じ値とは限 らないが,生 産地が

r,需 要地がkで ある第2部 門企業 の製品については製造元 に関わ らずすべて同 じ値 φ挙で

あることを仮定する。よって,第2部 門企業は,各 地域の価格指標 と所得水準を所与とし,

逆需要関数により各地域の市場で付 く需要地価格から逆算される生産地価格

ρ;-1'φ 埜麟 ・t・Yk)-1毒 蓼[㈱ →(・S)触]毒(19)

に従い各地域への供給量 と総生産量を決定する。各製品は,一 箇所の生産地から複数の需要

地に供給 し,か つ需要地価格が一般に異なるので,い わば 「価格差別独占的競争(pricedis-

criminatingmonopolisticcompetition)」 の状態にある。 また,ど の地域 においても,第2部

門企業が投入する中間財 はすべてその地域で生産されたものとする。 よって中間財ブの需要

地価格Pl」 と生産地価格ρ1ゴは一致するので費用は後者で測 る。ゆえに,地 域rの 第2部 門

の各企業 ♂の目的関数は:

・地域rの 第2部 門企業iの 利潤関数(変 数は順に全地域への供給量ベク トル,全 地域の第

2部 門価格指標ベクトル,全 地域の所得水準ベ クトル,地 域rの 中間財購入価格ベクトル)

晦 聯)≡,;,Le'(9肇,P髪,Yk1+φ穿)9肇 一酬 忍 鋼(・ ・)
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矧(P:)㍗(響 一(・髪)響 湘)・ 甕]一・・(P・)fl

と して 与 え られ る。 よ って,利 潤 の 最 大 化 問 題

MaximinenSi(9蚤`,Y,PI)
σ密

の解となる各地域の供給量を決定する 「生産地価格二マークアップ×限界費用」の条件は

P樂 募1外) 一σ野 ・∈R'(21)

と な る。 したが っ て,

・地域rの 独占的競争企業iの 製品の各需要地価格

ptl,(qS・,・tl・Yk)一(1+φ 碧 …(P「),k∈R

・地域 γの独占的競争企業 歪による各地域への製品供給量

・整(・tl'Y・・P・)≡(鴇 鰐 編 ≧茎・・∈R

・地域rの 独占的競争企業iの 総生産量

Ql(P・・Y・pr)・1・
,v.・il(・tl'Y・・P・)+fi-,F,[(鶴 鱗 調+fS

・地域rの 独占的競争企業の集合 乃 による中間財ゴの総需要量

に ア
1)∫(P2,Y,P1,1E)≡n至(PIノ)一 σ2(γEiC互(PI))σ2Q至(P2,y,PI)

が 決 ま る 。 ま た,地 域rの 独 占 的 競 争 企 業 の 利 潤 は(21)に よ り,

(22)

(23)

(24)

(25)

nSi(・i・・P・Y・P五)一 恩(1+φ 磐5(ρ1)・ 肇一・…(ρり(忍 ・蜜+∫ ≡)

一 ・5(ρ1)[

。i{el-i7',,V.(1+φの ・肇一(忍 ・糾 ノ蓬)]

したがって

鴫M-・ ゆ つ[。; ≡:-rik;R(a・φr+1)・ ・k(・・'Y・・PI)-fl](26)

と簡略化される。なお第3部 門について も,本 稿では全 く同様の設定であ り,こ れまでの第

2部 門に関する議論に登場 した変数や関数におけるインデックスの 「2」 を 「3」 に変える

だけで,第3部 門企業の行動に関す る定式化および解の導出はできるので省略する。ただし,

砺`:地 域rの 第2部 門企業iに よる中間財 ブの投入量

矯:地 域rの 第2部 門企業の生産に対する中間財ブの効率パ ラメター
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05i:地 域rの 第2部 門企業iに よる最終財生産量

σ5:地 域rの 第2部 門企業の製品の 自己価格弾力性

fi:地 域rの 第2部 門企業が生産する最終財の固定生産量

qSi:地 域rの 第2部 門企業iが 製造 し各地域に輸送する最終財の可変生産量ベク トル

g肇:地 域rの 第2部 門企業iが 製造 し地域kに 輸送する最終財の可変生産量

である。

2.7市 場均衡条件

このSCGEモ デルの対称的な長期均衡(存 在するすべての独占的競争企業の超過利潤は

ゼロ。)は 以下に示す生産物の市場均衡条件および生産要素の市場均衡を表す連立方程式の

解である。なお,各 方程式の後に書かれている()内 の変数は方程式 に登場す る未知数,

[]内 の変数は方程式に対応する未知数ゆえ 「未知数の数」と 「方程式の数」は一致する。

・生産要素市場:労 働と資本

∬=Σ(β ∫〆)(1一β∫)((1一 β∫)ωつ(1一β∫)(α∫)-1α窃Q盈r∈R
ノ∈ノ

K・==Σ(β ∫〆)一β∫((1一 β∫)ωつβ}(α∫)一且α缶Q盈r∈R
∫∈ノ

・中間財市場(第1部 門完全競争):

生産地価格=限 界費用

ρ分=c∫(PI,w「,〆),ブ∈/,r∈R

地域rで の中間財の総供給=総 需要

Q若一瀞Q㌔ 頭 響)アQ・(P,Y,Pl)畷

(ω 「,r',(Q∫)ゴ ∈ノ);[ω 「]

(ω 「,r',(Q∫)i∈ ノ);[〆]

((ρ1ゴ)ゴ∈ノ,ω 「,〆);[α]

響)アQ§(P,Y,Pl),

ゴ∈J,r∈R,((Q1,)i∈1,n5,n§,P,Y,(ρ てノ)」∈ノ);[Plj]

・地 域rの 第2・3部 門製 品 の 地 域kに お け る 「生 産 地 価 格=マ ー ク ア ップ ×限 界 費 用 」

[オ(σ穿)一.'讐箒 θ墜 ・鶏 ・)
,r,・∈R(qil,・tl,y・,PI)・ 屡]

[(9埜)-1(P§)eS-・θ髪yκ

1+φ 埜]吉 響,一 畷 撚 ρ・)・囲

・地域rの 第2・3部 門製品の地域kに おける需要地価格(地 域rで 生産 され地域kで 販売

される独占的競争製品の価格はすべて同 じ)

　

PY-(1吉 鍔 σ皇[
、E.,(・・」)・s(ρ1・)1-"2]言,r・k∈R瞬 ・・)・[ρ穿]
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P埜一(1吉鍔 σ§[湯(rS・)・・(prl)1率 ・・∈R

・地域 κにおける価格指標

　

・tl・=(忍・蓬㈱'一 り臓 κ∈R

　

・9-(忍 ・§㈱1つ 房 鳳

・地域γで生産する独占的競争企業のゼロ利潤条件

。i・1-:-i71、?R(a・¢・・+1)q…f5,r∈R

。、皇1忍(a・ ¢・・+1)q・ ・-f5,・ ∈R

・家 計 の所 得 構 成

Y「=w「L「 十r「K「,γ∈R

た だ し,

L「:地 域rの 労 働 供 給 量

K「:地 域rの 資 本 供 給 量

で あ る。

Φ 埜,ρ{ゴ);[ρ 窓κ]

(P砦,nE,ρ 炉);[P砦]

(P砦,n5,P炉);[P砦]

(qil);[nE]

(σの;[嬬].

(ω 「,〆);[}η]

3シ ミ ュ レー シ ョン分 析

この節では,こ れまでに構築 したSCGEモ デルに基づき災害発生による交通ネ ットワー

ク寸断を想定 した経済的被害試算を行 う。経済的被害は 「ピックスの等価変分」(定 義 は後

述)で 測定する。試算の目的は絶対的な数値(特 に金額)を 求めることではな く,災 害発生

による経済変数の変化の定性的な傾向を探 ることである。以下のモデルでは,完 全競争市場

は第一次産業,独 占的競争市場は第二次産業 と第三次産業であるとする。モデルにおける災

害発生は 「大阪 ・兵庫災害 シナ リオ」と 「静岡災害 シナ リオ」の2つ を想定する。ネ ットワ

ーク寸断による変化を 「輸送費用率の増加」で導入 し
,災 害発生の想定場所 は 「大阪 ・兵庫」

と 「静岡」の2つ,そ れぞれのネッ トワーク寸断の位置関係は図3の 日本地図で示 される。

3.1大 阪 ・兵庫災害シナ リオ

第一の災害シナリオは 「兵庫県神戸市付近で地震が発生 し,神 戸市内の山陽道,中 国道,

阪神高速および一般道が1年 間不通にな り,交 通費用が上昇すること」である。 これを交通

ネ ットワークの構造に従 って設定 した兵庫県か ら他地域への所要時間に係数を掛 けた数値

φ埜の上昇により,被 災区間が不通の状態を表現す る。試算結果は以下のとお りである。
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図3想 定災害発生場所の位置

13

A.被 害額(単 位:円)

図4-1の 被害額は本稿のSCGEモ デルの経済的被害額の目安であるピックスの等価変分

(ゾ(PE(1),P5(1),Y「(1))-1ゾ(P菱(0),P5(0),y「(1)))Yr(1)

である。ただ し,ゾ は(4)で 定義 した間接効用関数,PS(0),P5(0)は それぞれ平時(0)に お

ける地域rの 第2次 産業,第3次 産業の価格水準,PS(1),P苔(1),お よびy「(1)は それぞれ

災害時(1)に おける地域rの 第2次 産業,第3次 産業の価格水準,お よび所得水準 を表す。
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日本の総被害額は15.74兆 円,う ち直接的な被災地域である兵庫県の経済的被害 は2.35兆円

である。隣接する大阪府の被害額が6.91兆 円と直接の被災地域である兵庫県より大きいこと

が注目される。

B.企 業数(正 の値は増加率,負 の値は減少率)

図4-2・4-3は それぞれ第二次 ・第三次産業の災害後の企業数の変化率を示 したもの

である。両産業ともに,被 災地域である兵庫県の企業数が大 きく減少 している。これは,交

通の遮断によって他県 に販売される製品の量が減少 し,各 企業の売上が低下 したために兵庫

県内か ら企業数が減少 したと考えられる。また,兵 庫県の近隣である大阪府と岡山県.そ し
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て京都府,奈 良県,滋 賀県では他県に比べて企業数が増加 している。 これは,兵 庫県から近

隣に販売される工業製品の量が減少 したため,各 県ではその需要に応 じるべく第二次産業の

企業数が増加 したと解釈できる。一方,第 三次産業では,近 隣の県での企業数が減少 してい

る。 これは近隣の県では第二次産業企業の新規参入により中間財需要が増え,中 間財の価格

が上昇 し災害以前に第三次産業に投入 されていた中間財の量が減少 し,結 果 として第二次産

業に移行 したことによる。

c庫 護 量r虫 暫 、

図4-4は 災害後の産業ごとの生産量の変化率を示 したものである。第二次産業と第三次

産業の生産量の変化は既に見た企業数の変化に対応 している。第一次産業の生産量の変化率

はほとんどの県では第二次産業の生産量の変化 とほぼ同じであり,大 阪府では顕著に増加 し

ている。これは,第 一次産業の製品は中間財であり第二次産業の生産要素であること,お よ

びこのモデルの設定では異なる都道府県間での生産要素の交易は行なわれないことによる。

3.2静 岡災害 シナリオ

第二の災害シナ リオは 「静岡県で災害が発生 し,静 岡県内の東名高速道路および一般道が

1年 間不通になり,都 道府県間の交通費用が上昇すること」である。 これを兵庫県のケース

と同様に交通ネッ トワークの構造 に従 って設定 した静岡県か ら他地域への所要時間に係数を

掛 けた数値 φ密の上昇 により,被 災区間が不通の状態を表現する。以下は試算結果である。

A.被 害額(単 位:円)

図5-1で は直接的な被災地域である静岡県の経済的被害は2.45兆円である。今回の災害
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シナリオ下では,隣 接する愛知県の被害額が1.87兆円と直接被災地域である静岡県に次ぎ大

き く,東 京都と神奈川県 という関東地方での太平洋側の被害額が他県に比べ極端に大 きい。

図5-2と5-3は 災害後の企業数の変化率を第二次産業 と第三次産業 について示 してい

る。第二次 ・第三次産業では,被 災地域である静岡県では企業数が大きく減少 し,隣 接する

岐阜県 ・愛知県では第二次産業の企業数が増加 している。一方,第 三次産業では,こ れら二

県の企業数が減少 している。 この現象は 「大阪 ・兵庫災害 シナ リオ」 と同じ理由で説明でき

る。

図5-4は 静岡災害による各都道府県,各 産業別の生産量の変化を示す。第二次産業 と第

三次産業の生産量の変化率 とそれぞれの産業の企業数の変化率との対応,お よび第一次産業

の生産量の変化率と第二次産業の生産量の変化率 との対応は,大 阪 ・兵庫災害と同じである

図5-2第 二次産業の企業数の変化率:静 岡災害
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図5-3第 三次産業の企業数の変化率:静 岡災害
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二れら三つの産業の変化率の相関はモデルの設定に依存するところが大 きいと思われる。

4結 論

本稿では,第 二次産業 と第三次産業を独 占的競争の状態にあると想定することで・企業綿

莫が内生変数である日本の47都 道府県SCGEモ デルを分析 した。 このことで,「大阪 ・兵庫

災害 シナリオ」 と 「静岡災害 シナリオ」について第二次産業と第三次産業の企業規模の変化

とそれに伴 う経済的被害の評価の試算を行った。

最後にこれら2つ のケースの試算結果を比較 し,最 も注 目すべき共通点 と相違点をそれぞ

れ1つ ずつまとめ結論 とする。共通点は次の現象である。

・近隣県の企業数の変化の方向が第二次産業 と第三次産業 とで逆である。近隣は被災地から
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の流通の減少により第二次産業の企業が増え,生 産要素が高騰 し第三次産業の企業は減 る。

これは普通の独占的競争の一般均衡モデルで も説明できる。そ して,シ ミュレーションの

結果 「大阪 ・兵庫災害」の場合は総被害額が15.74兆 円で災害の影響の及ぷ範囲が近隣の西

日本,「 静岡災害」の場合は総被害額が8.69兆 円で災害の影響の及ぷ範囲が太平洋側の静岡

県 と茨城県の間(特 に東京都と神奈川県が顕著)で ある。以上から定性的な相違点は

・同程度の 「輸送費用率の増加」で想定される災害であっても,経 済的被害額に総額は 「大

阪 ・兵庫災害」の方が大 きく,経 済的被害が及んだ範囲は 「静岡災害」の方が広い

とまとめ られる。 これらの共通点 と相違点が導かれたのは,本 稿が大阪 。兵庫 と静岡の都市

規模の違い,日 本 の交通ネッ トワーク,お よびそれに伴って形成 された生産物交易の構造を

すべて組み込んだ 日本47都 道府県の独占的競争のSCGEモ デルを用いたか らに他ならない。

注

本論文の作成に対し,財 団法人関西エネルギー ・リサイクル科学研究財団,日 本学術振興会科

学研究費基盤研究A(課 題番号16203020),21世 紀COEプ ログラム(神 戸大学大学院経済学研

究科 ・経済経営研究所,整 理番号1-2)か ら研究助成を受けた。記して謝意を表す。
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